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平成21年度

決算額（単位:千円、%）

実質公債費比率 （％） 12.6 元利償還金の額（繰上償還額等を除く）(1) 2,965,332 3,086,590 3,024,727

将来負担比率 （％） 105.4 積立不足額を考慮して算定した額(2) 0 0 0

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(3) 0 0 0

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(4) 422,989 454,783 446,248
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負
担金(5) 44,649 56,857 159,651

489,712 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(6) 95,805 91,658 87,933
15,972,947 一時借入金の利子(7) 382 1,556 1,636

- 特定財源の額(8) 89,346 79,754 73,389
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 540,855 476,445 442,163
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金に係るもの）(10) 251,074 241,351 270,493

資金不足比率 災害復旧費等に係る基準財政需要額(11) 811,977 984,209 997,768
決算額 災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金に係るもの）(12) 46,646 52,982 159,993

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(13) 50,305 50,693 50,899

（単位:千円、％）
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(14) 22,570 24,077 26,857

487,797 小計 （（（１）～（７））－（（８）～（１４））） （A) 1,716,384 1,781,933 1,698,633
0 標準税収入額等(15) 7,371,988 7,284,542 6,998,966
1,915 普通交付税額(16) 7,030,311 7,427,458 7,815,449

臨時財政対策債発行可能額(17) 796,950 746,474 1,158,532
小計 （（（１５）～（１７））－（（９）～（１４））） （B) 13,475,822 13,628,717 14,024,774

12.73 13.07 12.11

1,531,239 － 将来負担額（単位:千円、％）

46,960 － (N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 27,963,634 (2)の内訳 将来負担額（単位:千円）

▲ 24,460 2.4 債務負担行為に基づく支出予定額(2) 376,742 その他 376,742
一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3) 6,220,287
組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 2,396,250

21,431 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 5,706,140
設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 0 (3)の内訳 将来負担額（単位:千円）

連結実質赤字額(7) 0 水道事業会計 9,612
組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8) 0 下水道事業会計 1,245,052
(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 3,347,290 病院事業会計 886,733

301,154 特定の歳入見込額(10) 197,708 下水道事業特別会計 2,585,775
113,223 （(10)のうち都市計画税額） 0 介護サービス事業特別会計 1,493,115
7,924 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 24,332,279 (6)の内訳 将来負担額（単位:千円）

5,281 小計 （将来負担額－（（９）～（１１））） （A) 14,785,776
5,831 標準財政規模(12) 15,972,947
1,055 災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 997,768
0 (13)の準元利償還金に係るもの(14) 159,993

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 442,163
(15)の準元利償還金に係るもの(16) 270,493

2,499,350 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 50,899

15,972,947 密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(18) 26,857

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等（１３）～（１８） （B) 14,024,774
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